
名城大学・外国語学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３３９１９

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

観光の持続可能性と日本型指標システムの確立を目指して

Sustainability of Tourism and Establishment of Japanese Tourism Indicators 
System

７０２０９１３８研究者番号：

二神　真美（Futagami, Mami）

研究期間：

１５Ｋ０１９７２

平成 年 月 日現在３０   ６ １５

円     3,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、持続可能な観光指標（STI）を用いた観光地マネジメント手法の確立を
目指し、STI研究に関する国際的な査読論文のレビュー、世界基準となっている世界観光機関（UNWTO）の指標モ
デルや国際認証機関（GSTC）の評価基準等の比較分析を行った。さらに欧州型STIシステムの開発・導入に携わ
った専門家に対する聴き取り調査やアジアでの現地調査等の結果を踏まえ、日本型の持続可能な観光指標システ
ム（JTIS）として、世界基準に準拠しつつも国内の実態に対応できるJTIS原型モデルを提示した。

研究成果の概要（英文）：This research aims to investigate how tourist destinations can be best 
managed in sustainable ways by applying a set of sustainable tourism indicators (STI), which are 
designed to measure the impact of tourism on certain destinations. It first reviews studies of STI 
in peer-reviewed journals. The results reveal that most studies frame sustainable tourism indicators
 thematically in terms of environmental, social or economic impact. Interview surveys are further 
conducted with the experts who have designed and implemented the European Tourism Indicators System 
(ETIS) and the Global Sustainable Tourism Criteria (GSTC) for tourist destinations. The results of 
the survey and field investigation reveal that an increasing number of tourism industries and 
destinations have adopted a set of indicators based on globally standardized criteria. The results 
of the study contribute to creating a preliminary model of Japanese Tourism Indicators System (JTIS)
 for sustainable development.

研究分野：地域研究  観光学

キーワード： 持続可能な観光指標（STI)　観光地マネジメント　日本型持続可能な観光指標システム (JTIS)
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
  持続可能な開発を実現する経済の推進が
提唱される中、2015年に国連は 2030年に向
けた新たな持続可能な開発目標（SDGs）と
して 17の目標と 169のターゲットを策定し
た。その中の 12番目の目標として、「持続可
能な生産消費形態の確保」が掲げられ、持続
可能な開発が観光業や観光地にもたらす影
響を測定する手法の開発・導入が求められて
いる。こうした観光の持続可能性を可視化す
るための有効な方法として、一つには持続可
能性を包括的に捉える指標群を体系的に構
築する方法が挙げられる。 
こうしたデータに基づく観光地マネジメン
トの動きは、観光の分野では国連世界観光機
関（UNWTO）による観光地向けの持続性指
標の開発と地域適用の動きとして現れてき
た。2004年にはUNWTOによって『観光地
向け持続可能な開発指標：ガイドブック』が
纏められ、観光に係る全ての指標群（700+）
が基本的な観光上の課題（13項目）の枠組み
に沿って整理されている（二神 2008）。 
  世界の諸地域では国が主導し、持続可能な
開発のための将来ビジョンに基づく観光政
策の立案がなされてきた。さらに観光地の計
画段階から具体的な指標を用いた手法が導
入され、地域へ実際に適用された結果から学
び、必要に応じて適切な対応を行うといった
PDSAサイクルも確立されてきた。しかしな
がら、日本では観光政策は成長モデルに基づ
いて一律的に立案されるのが一般的で、持続
可能な観光政策が実務レベルで十分に活か
された事例は未だ見られない。国を挙げてイ
ンバウンド政策が急速に進められる中、地域
の豊かな資源を賢明かつ持続的に活用して
いくためには、持続可能な開発目標に合致し
た観光のあり方を学究的に理論構築するこ
とがこれまで以上に求められている。 
 
２．研究の目的 
日本において持続可能な観光政策及び戦

略が確立されていない背景には、1)持続可能
な観光といった包摂的なビジョンを達成す
るための組織（持続型観光 DMO）を形成す
ることが難しいこと（組織上の課題）と、2)
観光の持続可能性を定性的及び定量的に測
る手法が十分に確立されていないこと（方法
論上の課題）、そして 3)持続可能な観光に対
する需要が十分に喚起されていないこと（マ
ーケティング及びコミュニケーション上の
課題）といった要因が挙げられる。本研究は、
その中の方法論上の課題に取り組むもので、
特に持続可能な観光指標（STI）を用いた観
光地マネジメント手法に焦点をあてる。海外
の先行事例を体系的に分析した上で、日本に
適した観光の持続可能性指標システムを構
築し、地域適用することを目的としている。
したがって、同システムを実務レベルで活用
できるツールの開発も併せて目指すもので
ある。 

３．研究の方法 
本研究では、平成 27年度から 3年間、海外
の先行研究・事例の体系的分析、持続可能な
観光指標（STI）システムの類型化と最適モ
デルの抽出、そして国内地域の持続型観光の
実態調査、日本型 STI システム構築に向けた
地域適用の実証研究といった一連の研究を
段階的に遂行していった。研究方法としては、
大きく以下の４つの定性的及び定量的な分
析手法を用いて行った。	
(1) 持続型観光指標研究のデータベース分析	
第一の研究方法として、海外の持続型観光
指標に関する学術的動向を把握するため、既
存のレビュー論文（Zeppel 2015）の結果を踏
まえた上で、査読のある英語圏の学術誌に掲
載された関連論文について、データベースか
らキーワード（持続可能な観光＋指標）検索
により入手した論文を分析した。分析にあた
って、論文を 1)主たる研究分野、2)研究目的、
3)研究方法、並びに 4)指標の構成方法に着目
して類型分析を行った。	
(2) 指標を用いた観光地管理に関する分析	
先行事例に関する第二の分析方法は、上記

のデータベース分析の対象から外れてしま

うが、本研究の目的にとっては関連性が高く

重要な情報源として、国連機関等が発行する

政策文書や統計データ、及び海外の政府機関

や非営利組織の STI 関連資料・データを用い

た持続型観光指標の比較分析を行った。	

(3)STI 指標の開発・適用に関するヒアリング	

さらに本研究では、観光の持続性指標の開

発及びその地域適用に関してより深い理解

を得るため、その作業に直接かかわってきた

海外の研究者や実務家に対して聴き取り調

査を実施した。国内においては、日本で唯一

GSTC 認定の持続型観光基準を保有する日本

エコロッジ協会代表（高山傑氏）に対するヒ

アリング、GSTC 国際認証の日本導入・普及に

取り組む日本エコツーリズムセンターでの

参与観察、さらに世界遺産登録地域（岩手県

平泉、福岡県宗像等）や中部圏の持続型アグ

リツーリズムの農家や関係機関に対する現

地視察及びヒアリングを継続的に実施した。	

(4)日本型 STIシステムの地域適用性の検証	
海外での調査結果を踏まえ、日本型 STI シ
ステム（JTIS）の確立に向けて、実証的な予
備調査を２つの自治体を対象に実施した。そ
の中で、自治体を中心とした地域レベルでの
活用を目標に持続可能性評価シートして
JTIS スコアカードの開発に着手し、実用化に
向けた試行調査を実施した。	
	
４．研究成果	
(1)	持続可能な観光指標（STI）の学術研究		

学術誌のデータベース分析の結果、STI 研

究に関する査読付き論文（初出2001年〜2016

年現在、48）の研究目的は、半数以上が新た

な指標セットまたは指標の枠組みの開発で



あった。さらに多数の ST 指標をどのような

基準や手法で体系化しているかという点で

は、経済、社会、環境といったテーマ別で行

なっているのが８割に達することがわかっ

た（図１）。そのうちの約 4 分の１が複数の

指標を様々な尺度で統合して得られた単一

の指数（インデックス）を開発するモデルで

あった。近年の STI 研究動向としては、こう

したインデックス型やシステム型、ならびに

GIS 型といった数理的な解析に基づく STI モ

デルを開発する研究が増加してきている。	

	

	
 

図 1  指標の体系化方法からみた 4 タイプの研究 

	

以上のことから、持続可能な観光指標モデル

の構築にあたっては、テーマに基づいて指標

を体系化するのが最も一般的な方法である

と言える。今後、研究成果を国際的な学術誌

に掲載されるためには、より精緻な定量的な

分析手法に基づいた研究が求められている。	

	

(２)	ST 指標を用いた観光地管理の分析		

①地域の課題を基軸としたST指標システム	

ここでは国連等の国際機関、海外の政府及

び自治体等が開発・導入してきた観光地向け

指標モデルについて、表１に提示したような

地理的な適用範囲という観点から４類型に

大別し、中核指標（core indicator）の選定と
指標体系化の基軸について比較考察した。	

第１類型の地球規模で適用されてきた代表

的な STI モデルとしては、1990 年代から国連

世界観光機関（UNWTO）が世界環境計画（UNEP）

等と連携して開発し、2004 年に確立した観光

地向け持続可能な開発指標モデルがある。同

モデルは、観光が地域社会や観光に与える影

響と観光が外的要因から受ける影響といっ

た観光地が直面する多面的課題（issue）を基
軸として体系化されており、その中核をなす

のが 13 の基本的課題（baseline issues）と 29
の基本的指標（baseline indicators）となって
いる。さらにこれらの指標を、UNWTO（2016）
が示す統計的な枠組みを援用して分析する

と、表１からもわかるように、その半数が観

光活動に係る基本的指標に偏っている。 
その一方で、社会的な領域と観光地管理の

領域を測る指標が十分でないことが明らか

である。現在、世界の 22 の拠点でこれらの
持続性指標を用いた観光地のモニタリング

が長期的に続けられている。大学と行政との

連携に加えて、UNWTO主催の年次総会にお
いて「観測所」の担当者が成果発表を行うこ

とで相互に事例を通して情報交換する仕組

みができているのも、この取り組みが長期的

に継続できている要因となっている。 
	
表１持続可能な観光指標システムの適用範囲別類型 

 

	

	

②持続可能な観光の世界的基準の確立	

世界的にもう一つの潮流となっているのが

地球規模の持続可能な観光管理協議会

（Global Sustainable Tourism Council、以下
GSTC と略す）による持続可能な観光の世界
的基準の確立と国際認証の取り組みである。	

	
表 2 統計的領域の枠組みからみた ST 指標システム 

	
	
資料 UNWTO(2016),	p.12 及び	ETIS2013 より筆者作成		
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本研究では、こうした世界的基準に基づく

認証制度が、大きく３つの段階を経て確立さ

れてきたことを明らかにした。すなわち、開

発と環境の問題を地球規模で話し合うサミ

ットが開催されたのを契機に起こった、1)環
境特化型の認証ラベルの乱立期（概ね 1992
年〜2002年）、続いて 2)持続型観光認証の萌
芽期(概ね 2003年〜2012年)、そして	 3)世界
基準に基づく持続型観光の認証制度の確立

期（概ね 2013 年から現在）である。この第
二段階において、世界的な持続型観光の認定

団体である GSTCが創設（2008年）され、持
続可能な観光として最低限遵守すべき世界

共通の基準が提示されたことは意義深い。 
2017 年現在、同協議会は、観光産業向け基
準（GSTC-I）と観光地向け基準（GSTC-D）
を策定し、これらの基準に準拠していると評

価されGSTCの認定を受けた認証基準も世界
中で増えてきている。 
本研究において、現在国内で推進されてい

る持続型観光を類型化した結果、２つのアプ

ローチで実施されていることが明らかとな

った。すなわち、一つには上述①の UNWTO
型モデルのように、持続可能性指標の開発に

あたっては地域と一体となってボトムアッ

プで行っていく方法である。もう一方のアプ

ローチは、②でも見たように、まず持続可能

な観光の世界基準（GSTC）を所与のものと
し、それをガイドラインとして地域とともに

持続可能な観光の実現を目指し、最終的には

観光地の国際認証を目指す方法である。現在、

国内の自治体でも、そうした目標の達成を目

指すところが出てきた。その意味でも、2017
年「持続可能な開発のための観光国際年」を

経た今、国内において観光の持続可能性基準

及び指標の確立はまさに急務となっている。 
 

（３）STI 指標開発の専門家へのヒアリング	

本研究では、観光の持続性指標の開発及び

その地域適用に関してより深い理解を得る

ため、その作業に直接かかわってきた専門家

に対してヒアリング調査を実施した。海外で

は、持続型観光に関する取り組みが先行する

欧州（イギリス）にて、持続可能な開発のた

めのヨーロッパ観光指標（European Tourism 
Indicators for Sustainable Development,	以下	
ETISと略す）の開発に早期から携わった３名
の専門家から話を聴くことができた。紙面の

都合上詳細は省くが、そのうち２名は現在も

ETIS のエキスパート集団の一人として活躍
し、またもう一人はETISバージョン２（2016）
の確立に中心的な役割を果たしている。表２

からも明らかなように、ETIS 2016 年版では、
以前は選択的な指標であったものの多くが

中核的な指標となっている。すなわち、全部

で 43 の中核的指標から構成され、それらが

網羅する範囲も広がっており、より包括的な

指標システムが欧州で構築されたと言える。	

また、近年急速に成長を続けるアジアは、

持続型観光の分野では、タイ王国、韓国、イ

ンドネシア等、日本よりはるかに先駆的な取

り組みをしているところが多い。その中で、

GSTC の基準をいちはやくガイドラインとし

て取り入れたスリランカエコツーリズム基

金（1998 年創設）の代表に対して聴き取り調

査を共同で行うことができた。現地では、同

基金が支援している村を訪れ、そこで持続型

観光ツアーを企画し、販売する直前の担当者

から、資金の流れや仏寺と一体となったコミ

ュニティ・ベースト・ツーリズム（CBT）の

実態について詳しく聴き取ることができた。

地域資源を活用した持続型観光の取り組み

の実態を参与観察することで、品質管理上の

課題も明確となった。課題解決に向けて、ス

リランカのペラデニア大学はじめ地元の大

学と共同研究体制を構築した。さらに、北米

のサステイナブル・シティ第一号となったサ

ンフランシスコ及び周辺エリアにて、持続型

都市の取り組み成果と現在直面する課題に

ついて現地調査を行なった。スタンフォード

大学では、日米比較の視点から持続可能な都

市形成に関するセッションにて、現地の大学

院生、大学教授、専門家と意見交換を行った。	

	

（４）持続可能な観光の日本型指標システム	

これまでの研究成果を踏まえ、ここでは本

研究の目標であった「持続可能な開発のため

日本型観光指標」（仮称  Japanese Tourism 
Indicators System, 以下、JTISと略す）の確立
を目指した取り組みについて論じる。	

まず JTIS の基本的枠組みについては、こ

れまで述べてきたように、まだ日本国内では

自治体レベルで自前の基準を確立して地域

に適用している自治体は殆ど存在しない状

態である。但し、前述したように、今年度中

に海外の認証機関を通じて認証を受ける自

治体が出現する見通しである。そうした状況

下、本研究では地域内の多様な立場のステー

クホルダーにとって有益な効果を持つもの

となるよう、現場の状況を熟知している専門

家及び自治体と連携しJTIS開発に着手した。	

中部圏の中津川市及び恵那市から構成さ

れる「ひがしみの観光推進協議会」管轄のプ

ロジェクトの運営委員長（宮田久司氏）や協

議会のメンバーの協力を得たうえで、地域の

現場の観光地経営へ活用できるような JTIS

とツールの開発を目指した。具体的には、地

域の諸活動の評価及び改善に役立てるため

のツールとして「スコアカード(観光持続可

能性スコアカード)」の予備的モデルを作成

し、中津川・恵那地域における諸活動や現場

にて試験評価を実施し、今後の実用化につな



がる実例づくりを行うこととなった。	

まず、基本的な考え方として、持続型観光

の推進が世界的な潮流となった今、日本の観

光地が今後も世界市場で国際競争力をもっ

て魅力ある場所、人が訪れたくなる場所にな

るためには、持続可能な開発に向けた観光地

のマネジメント手法を確立することは優先

度の高い目標であると考える。観光のガラパ

ゴス現象が起きないように、世界基準を熟知

したうえで、地域独自の個性を反映できるよ

うな汎用性の高い日本型観光基準・指標モデ

ルの構築を目指す必要がある。	

そこで、JTIS の設定及び活用に対しては、

以下の 5つの段階によって構成される「シス

テム認証」としての活用が想定されている。	

各段階では、評価基準及び観点について GSTC

基準に見られるような４つの柱による基本

構成に準拠しながらも、日本独自の基準及び

指標が追加されている。また、評価において

も、推進体制や参画等の程度に応じてきめ細

かい点数設定を定め、スコアカードのポイン

トを設定するなど、見える化を徹底する。	

	
	 図 2 JTIS の設定及び活用のプロセス 

	

	
図 3 JTIS の評価分類別獲得スコアのイメージ 

	

本研究では、JTIS 構築と活用のプロセスを

段階的に示す評価手法を確立したが、今後は

地域に適用し、評価結果の検証を通して精緻

な評価システムへと改善する必要がある。	

	

(５)	総括	

本研究では、中部圏の別の自治体担当者の

協力を得て、ガイドラインとしての GSTC基
準及び指標項目について現況に照らした見

直しも行なった。その際に明らかになったこ

とは、４つの柱のうち観光地マネジメントの

評価領域に係る持続可能な観光政策や戦略、

そして組織が日本国内には自治体レベルで

未だ存在していないという実態であった。	

今後は、本研究の成果を踏まえ、まず中津川

市及び恵那市で地域レベルでの活用を目指

し、その成果を定量的に検証していくことが

必要だと考えている。欧州型モデルのように、

システムの精度や使いやすさを高めていき、

適用の範囲を段階的に拡大する計画である。	
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